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1. 背景

瓶力発電設備に作用する荷重を推定する際には，風

車の回有振動数や構造減衰等の構造パラメータの詳

細なデータが必要である.特に風車タワーに作用する

地震荷重はタワーの 1次モードおよび高次モードの構

造減衰に大きく依存するため，風車の安全かっ合理的

な設計のためには，高精度な構造減衰データが1必要と

されている.

世界各国の鼠力発電設備支持物の設計指針等では，

風車の構造減衰の推奨値が記載されているがその値

は各国で異なっている.例えば，土木学会の風力発電

設備支持物構造設計指針・同解説[2010年版][1]におい

て，風車タワー1次モードの減衰比は，増速機のある

風車の場合には 0.8%，増速機のない風車の場合には

0.5%と定められている.この値は中型風車における人

力加振試験結果に基づいており，近年の MWクラスの

大型風車への適用可能性は不明である.また，アメリ

カのガイドラインである ASCE/AWEA Recommended 

Practice for Compliance of Large OrトlandWind Turbine 

Support Struc同res[2]で、は，風車に作用する地震荷重の

推定時に構造減衰を 1%と仮定して応答スベクトノレ法

を用いてよいと記されている.一方， ドイツの風力発

電支持物設計指針である DIBt Richtlinie 釦r

Windenergianlagen [3]では風車銅製タワーの対数減衰

率は 0.015と定められており，これは減衰比にすると

0.23%に相当するが，この{直は日本やアメリカの指針

とは大きく異なる.さらに 2次以上の高次モードの減

衰に関してはほとんど知見が得られていない.

従来，構造減衰の同定には常時微動計測と人力によ

る強制加振が行われてきた開.鋼製の風車タワーの l

次国有振動数は 1Hz""'"'0.3Hz程度であり人力加振に適

しているが， 2次モード以上の高次モードの加振は難

しい.また，風車に作用する風荷重により励起される

振動モードは l次モードが支配的であり，常時微動計
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測からも高次モードに関するパラメータを推定する

ことは難しい.

本研究では，銚子沖洋上風力発電設備に設置された

加振装壁により風車停止持の主軸方向および主軸宜

方向の 1次モードおよび 2次モードの加振を行い，

風車タワーの 5高度に設寵された加速度センサの計測

結果から風車の構造パラメータの同定を行った.

2. 対象風車

本研究では NEDOおよび東京電力(株)が所有する銚

子沖洋上風力発電設備の三菱重工業製 2.4M W風車を

対象に構造パラメータの同定を行った.風車ハブ高さ

は海面上 80m，基礎天端から 70mであり，プレードの

直径は 92mである.図 1に風車の概要を示す.加振装

置は基礎天端からの.5mの高さに設置されており，水

平 2方向の加振が可能である.加速度計は風車内の基

礎天端から 10.5m，26.5m，45.5m，48.9m， 64.7mの計 5高

度に設置されており，水平 2成分の加速度を計測して

いる.なお，本風力発電設備の基礎は重力式であり，

風車タワーに対する波荷重や流体力による減衰効果

は無視することができる.

国 1 対象風車の概要
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国2に風力発電設備内に設置された加振装置を示す.

本加振装置は水平 2 方向に1.3t~1.7tの質量を動かす

ことにより加振する.

表 l加振機の諸元

話勧鵠E苅時 13華描売却鴇7苅古3
1干∞kg 11淑均

都出ストローク I :1::1ぬ nm 士号ぬnm

可騨駒込披 10.部m/s I 0.83凶

期蹴 翻 I 0.1"-4Hz 

アクチュエータ発 i瞬顎試制∞N

生力 |選挙売 誠治N

可野脚蚊 |瞬嶺杖 2.58m1s2

溜涜 1. 11m1s2 
力臨訪 1鰯 N

図2風車タワー内部に設置された加振機

試験時には風車ナセノレを主軸が加振機および加速

度計の x軸と一致するように隈定するとともに，風車

プレードをフェザー状態にし，ロータにブレーキをか

けた.本研究では以後，風車主軸方向を x軸，

角方向を y軸とする.

3. 構造パラメータの向定

3.1 微動計測

風車の冨存周期と減衰をおおまかに同定するため

に，上述のようにナセノレとロータを闘定した状態で常

時微動計測を行った.振動は主に主軸方向にのみ発生

していたため，常時微動による同定は主軸方向に対し

てのみ行った.風車主軸方向のタワー頂部の加速度の

パワースペクトノレを図 3に示す.この結果，風車主軸

方向の l次モードと 2次モードの固有振動数はそれぞ

れおよそ 0.35Hzと2.9Hzであることがわかる.
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菌 3主軸方向加速度のパワースペクトル

また， RD法[5]を用いて風車の構造減衰の同定も行

った.風車頂部の加速度応答に l次固有振動数に対応

するバンドパスフィノレターをかけて，アンサンプノレ平

均値をとったものを国 4に示す.包絡線を指数関数で

近似することにより，減衰比を同定することができる.

なお， 2次モードについては使用した波形により間定

した減衰比のばらつきが大きく，微動計測から減衰比

を同定することは酉難であった.

4RD法による減衰の向定

微動計測の結果得られた，主軸方向の l次モードと 2

次モードの風車の囲存振動数と減衰比を表 2にまとめ

る.

2微動計測による主軸方向の構造パラメータ

1次モード 12次モード

035 I 2.9 
0.3 

3.2 正弦波試験

各モードの国有周期と構造減衰をより高精度に同

定するために，文献[6]に従い，常時微動計測から求め

られた各国有振動数を対象に振動数を変化させた正

弦波による加振を行い，定常応答を計測し，入力に対

する応答の振幅比と位相差を求めた.

正弦波試験において，対象としたモードのみが励起

されると依定すると，入力加振力の振幅IFIに対するタ

ワーの加速度応答の振幅|α|の比，および入力加振力と
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関 5主軸方向の正弦波加振試験結果と理論値との比較

(a)l次モード振幅比， (b)2次モード振幅比， (c) 1次モード位相差， (d) 2次モード位相差

応答加速度の聞の位相差θはそれぞれ

|α 02φη(Vib)φη(Acc) 1 

IFI i や i

θ口 tan-1( 2ç~~) 
¥1-s2J 

と表すことができる.ここで，s =1/んは対象とする

モードの固有周期んと加振で用いた正弦波周期fの比，
fは対象モードの減衰比， φぷi)はi番目のノードで、のη

次モードのモード変位，仇(Vib)，仇 (Acc)はそれぞれ

加振機位置，加速度計位置で、のη次モードのそード変

位である.これらのモード変位は FEMモデルより求

めた.

これらの理論値は国有振動数と減衰比の関数とな

っているため，正弦波試験より求めた振幅比と位相差

を用いて，各モードの国有振動数と減衰比を同定する

ことができる.このようにして同定した風車主軸方向

および主軸直角方向の 1次および 2次の間有振動数と

減衰比を表 3にまとめる.また，振幅比と位相差の観

測値と，同定した結果に基づく理論値とを合わせて図

5に示す.1次， 2次とも主軸産角方向の減衰比が主軸

方向よりも大きくなっている.これは，今回の実験で

はプレードをフェザーに匝定したため，空力減衰の効

果により減衰比が大きくなったものと推定される.

固有振動数(Hz)

減衰比(%)

3.3 自由振動試験

前節で求めた固有振動数と減衰比を確認するため

に，主軸方向，主軸直角方向の l次および2次モード

に対して，各富有振動数で一定時間加振した後に加振

機を急停止させることにより，自曲振動試験を行った.

各モードに対する風車頂部の加速度応答を図 6に示す.

なお，対象とする振動モード以外を取り除くために，

バンドパスブ/，ノレターを用いた.

加速度応答の包路線を次式で近似することにより，

各モードの減衰比を同定した.

F(t)口 Aexp(-2πf(t) 

この結果求めた構造減衰を表 4に示す.主軸方向の構

造減衰に関しては次モード， 2次モードとも正弦

波加振実験により求めたものとほぼ同じ結果を示し
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図 6自由振動試験の結果(a)主軸方向 1次モード， (b)主軸方向 2次モード，

(c)主軸直角方向 1次モード (d)主軸直角方向 2次モード

た.一方，主軸直角方向の減表比については正弦波加

振試験から得られたものと異なり，空力減表の効果を

含めて，さらなる検討が必要である.

減衰比(%)

4. 結論

本研究では，銚子沖の洋上風車を対象に，風車プレ

ードをフェザーに画定し，ロータとヨーを国定した状

態で，風車タワーの 1次および2次の国有周期と構造

減衰の同定を行い，以下の結論を得た.

1)鼠車主軸方向の風車タワーの 1次および2次の囲有

振動数と構造減衰について，常時微動計測，正弦波加

振実験，自由振動試験により求めた笹はおおむね一致

し，高精度な推定ができた.1次モードの構造減衰は，

従来の中型風車から求められたものより小いことが

わかった. 2次モードの構造減衰については，世界で

初めての高精度の推定であり， 1次モードの構造減衰

よりも大きいことがわかった.

2)風車主軸誼角方向の構造減衰は主軸方向に比べて

大きく，正弦波加振と自由振動試験から求めた値が異

なっていた.本実験では風車プレードはフェザーに圏

していたため，主軸直角方向の振動は空力減衰の影

響を受けたためと考えられる.空力減衰の影響を考慮、

した構造パラメータの同定は今後の課題である.
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